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１．はじめに 

低炭素都市づくりの方策の一つに、公園緑地や街

路樹等から発生する剪定枝・刈草等（以下「都市由

来の植物廃材」という。）のエネルギー源としての

活用がある。また、都市由来の植物廃材の活用は、

東日本大震災以降、災害時における自立的なエネル

ギー確保の観点からも期待されている。このような

背景のもとに緑化生態研究室で取り組んでいる「都

市における地産地消型再生可能エネルギー活用に関

する研究」の内容について報告する。なお、都市由

来の植物廃材をエネルギー源として活用する一連の

プロセスは、図に示すイメージとなる。 

 

図 都市由来の植物廃材の活用に係るプロセス 

２．都市由来の植物廃材のエネルギー利用手法に関

する検討 

 本研究では、都市由来の植物廃材の発生量の全国

調査及び一般的な公園等での電力、都市ガス、灯油

等のエネルギー利用量の調査を行った。さらに、都

市由来の植物廃材を用いたチップ化、ペレット化な

どの固形燃料化、ストーブ・ボイラー等による熱利

用等、ガス化による電力利用などの各エネルギー利

用手法についての検討を行い、都市由来の植物廃材

を用いたエネルギー利用の可能性について公園での

ケーススタディーを行った。 

３．国営公園における再生可能エネルギー活用技術

実証研究 

都市由来の植物廃材に適していると考えられるエ

ネルギー利用手法に公園等で設置可能な小規模なシ

ステムでも比較的高い発電効率が得られるガス化発

電技術がある。この発電技術は、実証段階にあり、

ガス化とは、木質等のバイオマスを低酸素又は無酸

素条件下で熱分解し、水素、一酸化炭素、メタン等

の可燃性ガスを発生させるもので、発生したガスを

エンジン発電機等で電力に変換するものである。 

本研究では、国営みちのく杜の湖畔公園及び国営

昭和記念公園をフィールドとして、小規模ガス化発

電システムの実用可能性を検証した。 

４．おわりに 

都市由来の植物廃材は、都市内で広く薄く分散し

て発生するものであるため、その発生量や物質特性

に適した技術を開発することに加えて、施設の配置、

収集・運搬など、都市域全体での植物廃材利活用プ

ロセスの検討も重要である。このような課題に対し

て、国土交通省都市局公園緑地・景観課緑地環境室

において、モデルとなる地方公共団体( 北九州市及

び松本市) と協力し、平成24年度に実証実験が行わ

れた。 

最終的には、本研究の成果である植物廃材のエネ

ルギー利用手法に関する科学的・技術的知見を国土

交通本省における検討に反映し、都市における地産

地消型再生可能エネルギーの導入に関するガイドラ

イン等を作成する予定である。 
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１．電気自動車 

近年市販され始めた電気自動車は、そのエネルギ

ー利用効率の高さから、環境問題に対する一つの大

きなアプローチとして注目されている。 

しかし、現在の電気自動車は「高速走行や重量に

よる極端な消費電力の増加」や「価格を抑える為の

短い航続距離」等の制約条件の改善が課題となって

いる。この為、電力消費効率の改善や蓄電池の高性

能化等の研究が各所で進められている。この取組は

現在の電気自動車の使い勝手を改善し、普及を促進

する為に有効であるが、車両の技術に限られている。

ここで注目したのは、走行中に電力を供給し充電を

可能とする技術の開発であり、そのためには道路施

設に関する技術開発も必要となる。国総研では、東

京大学と共同で、模型等を用いた基礎的な研究に取

り組み始めた。 

２．非接触給電技術  

 電気自動車の充電は現状ではケーブルを接続して

行うが、非接触で充電を行う技術開発も行われてい

る。多くがマイクロ波や電磁誘導を用いているが、

路上非接触給電を考慮し、国総研では近年MITが発表

した「磁界共鳴方式」に着目した。 

磁界共鳴方式の利点は、電磁誘導方式に比べ送電

距離が長く位置ずれに強い事があげられる。また、

遠方界（電磁波が拡散していく領域）を利用するマ

イクロ波方式と比べ、近傍界（電磁界が拡散せず、

送電装置近傍に留まる領域）での送受電装置間の電

磁的結合を利用する磁界共鳴方式の方が最適化制御

や電磁波の漏洩に対する安全策を講じる事が容易で

あろうと想定される。 

３．磁界共鳴方式を利用した非接触給電 

道路に送電装置を設置する場合、現在の道路の形

態を大きく変更しない方が自動車利用時の利便性を

損なわないと考えられる。さらに、大型車や小型車

の違いに対応し、運転にも特殊な技術を求めないで

安定した給電条件を確保するためには、道路の下に

送電装置を設置することが望ましい。道路の構造や

維持管理を考慮すると、路面アスファルトの中でな

く、地表より６０ｃｍ以上深い路盤に設置する必要

があると考えられる。 

磁界共鳴方式は、道路に用いられる砕石やアスフ

ァルト等があってもほとんど影響を受けない磁界を

主に用いる事や、送受電装置間の距離が１ｍから２

ｍと長く、位置ずれに強いという特徴があるため走

行中給電技術として優れているものと考えられる。 

４．走行中給電に向けて 

現在各所で研究されている非接触給電技術は、道

路外の停車中給電を対象としているため、磁界共鳴

方式においても送電装置と受電装置は同じ大きさと

形状を用いた例が多く、走行中給電にはあまり適さ

ないものであった。国総研では送電コイルと受電コ

イルの大きさを極端に異なる形状とし、走行時に安

定した給電が出来るコイルを制作し模型実験での送

電可能性を確認した。（写真） 

写真 模型実験の様子 

今後は実大実験を目標に、送電距離と効率の向上

をはかり、周辺への磁界漏洩の抑制等も検証する事

で、道路における電気自動車への走行中非接触給電

の技術開発を進めていく。 
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